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１．はじめに

　近年、わが国の企業年金及び退職給付会計を取

り巻く環境は、急速に多様化が進んでいる。これ

まで長年にわたって企業年金制度を支えてきた適

年制度が2012年３月末をもって廃止となった。

また、12年５月、企業会計基準委員会は「退職

給付に関する会計基準」「退職給付に関する会計

基準の適用指針」を公表した。更に、政府は13

年６月に厚生年金保険法を一部改正し、もう一つ

の企業年金制度である厚生年金基金制度の将来的

な廃止も視野に入れてきている。

　このような状況下で企業の経営者は、会社業績

と従業員の福利厚生に関して重要な選択の必要性

が求められる。例えば、この適年制度廃止によっ

て、DC制度（確定拠出企業年金制度：Defined 

Contribution Pension Plan）やDB制度（確定給

付 企 業 年 金 制 度：Defined Benefit Pension 

Plan）等への移行あるいは廃止・解散といった

意思決定である。退職給付会計制度の導入以降、

退職給付債務が企業業績に影響する項目の一つと

なってきており、ディスクロージャーの観点でも

　近年、企業年金や退職給付会計を取り巻く環境が急速に多様化している。退職給付債務は企業業績に影響する
項目の一つとして、ディスクロージャーの観点で重要である。本稿は、2012年３月末に廃止となった適格退職
年金（以下、適年）制度に関する実証分析を行ったものである。適年廃止を受けて、企業は他の企業年金制度へ
移行するのか、あるいは廃止（解散を含む）を迫られた。そこで、DC制度、DB制度、廃止の３パターンに対す
る意思決定の要因分析を行う。
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